	軽合金鋳物製造業


生産は、平成22年以降、東日本大震災後の一時的な減少を除き増加基調にある。ただし、このところの増加は自動車生産の回復に主導されており、一般機械向けは24年に入ってから頭打ち、若しくはやや減少基調で推移するなど、一部で足踏みとなっている。
今後についても、引き合いが減少しているという企業もみられ、エコカー補助金の終了や海外景気の停滞・減速に伴う輸出環境の悪化などに伴い、秋以降の生産動向が懸念される。
業界の概要

軽合金鋳物は、軽合金を溶かして、砂型や金型などの鋳型に流し込んで作る製品である。金型を用い重力だけで鋳込む方法は、グラヴィティ鋳造と呼ばれる。圧力をかけて溶けた軽合金を鋳型に注入する製造方法はダイカストと呼ばれるが、軽合金鋳物とは異なる業界として扱われる。
砂型鋳物は、金型が不要なため低コストで製造することができ、小ロット生産に適する。一方、グラヴィティ鋳造は、鋳肌が滑らかで寸法精度が良く、複雑な形状でも対応できるという特性がある。なお、大量生産の場合には、ダイカストで生産される傾向にある。

鋳造後の切削、研磨、表面処理、塗装などの工程については、一部内製もあるが、大阪府内を中心とした外注先が活用されている。また、ロットの増加によって鋳造からダイカストへと変更されることがあり、その際には鋳物業者からダイカスト業へ外注することもある。
軽合金鋳物製造業は、日本標準産業分類には分類項目としてあがっていないが、銅・同合金鋳物及びダイカストを除く非鉄金属鋳物製造業にほぼ一致するとみられる。そこで、非鉄金属鋳物製造業（銅・同合金鋳物及びダイカストを除く）についてみると、従業者数19人以下の小規模事業所が72.5％を占め、99人以下では事業所数の96.7％、製造品出荷額等の51.5％を占めており、軽合金鋳物製造業は、規模の小さな企業が、大きな比重を占めるとみられる。（経済産業省『工業統計表（産業編）』従業者４人以上、22年）。
軽合金は、アルミニウム、マグネシウム、チタンなど鋼よりも比重の軽い軽金属を主体とする合金の総称であるが、軽合金鋳物に用いられる素材は、アルミニウム合金がほとんどである。アルミニウム鋳物は、軽く、加工が容易であり、電気や熱を通しやすいという特徴がある。
アルミニウム鋳物の用途は、自動車用が圧倒的に多く、経済産業省『鉄鋼・非鉄金属・金属製品統計』によると、87.6％までが自動車用である（23年）。このため、アルミニウム・同合金鋳物の出荷金額が多い上位府県は、埼玉県を筆頭に、愛知県、広島県、静岡県と続いており（経済産業省『工業統計表（品目編）』、従業者４人以上）、自動車の生産が活発な府県が上位に並んでいる。
大阪の地位と特徴
平成22年における大阪府内の非鉄金属鋳物製造業（銅・同合金鋳物及びダイカストを除く）は、28事業所あり、従業者数256人、製造品出荷額等35億641万円である（経済産業省『工業統計表（産業細分類別統計表）』、従業者４人以上）。全国に占める割合は、それぞれ7.6％、3.3％、2.2％である。事業所数では埼玉県、愛知県に続いて第３位と高い地位を占めているが、従業者数や製造品出荷額等の全国シェアは低い。
このように事業所数に比して従業者数や出荷金額のシェアが低いのは、大阪府内には、自動車向け以外の需要規模の小さい用途向けの鋳物を製造する、規模の小さな企業が多いことが要因である。具体的な製品は、建設機械、印刷機械、農機具、医療器具などの自動車以外の各種の機械部品や、なべ等の日用品、景観鋳物など多種多様である。また、試作品を受注することも多い。
生産は回復基調が続くも一部で足踏み
全国的な生産動向をみると、22年はリーマンショック後の落ち込みからの回復途上にあったが、23年には再び1.8％減となった。これは、東日本大震災の影響により生産が３月から６月にかけて前年比で大きく減少したためであり、７月以降は回復軌道に戻っている。24年に入っても回復は持続しており、３月以降は前年の落ち込みの反動増から、大幅な伸び率を示している。特に、生産額の大きな割合を占める自動車用は、エコカー補助金等の効果もあり急増しており、全体の伸びを牽引している。一方で、一般機械用は24年2月以降、対前年同月比減少基調で推移している。
府内企業に対する聞き取り調査では、海外のプラント向け製品の部品の受注が好調で生産が前年同期比で２割増という企業がみられた。一方で、建設機械部品は、受注回復が24年に入ってから足踏みしている。自動車関連については、自動車の国内生産の回復に応じて受注が好調な企業がある一方で、円高や欧州市場の停滞によって受注先の自動車部品輸出が弱含みで推移しているため受注が低調な企業もある。
このように需要の回復はまだら模様で、一部には一服感もみられるが、個々の企業では堅調に推移しているというケースも少なくない。これには、このところ同業者の廃業が増えており、その受注先からの発注を引き受けるという形態で新たな取引が生じているからである。

東日本大震災や節電関連の需要としては、港湾工事関連、発電機部品、原子力発電所のテスト関連の受注がみられるが、量的にはわずかとのことである。また、2011年の秋に発生したタイの水害によって従来取引のなかった企業から受注を受けて代替生産を行なったことにより、新たな取引が始まったというケースが見受けられた。
利益は伸び悩み
受注単価は、横ばい、若しくは若干低下気味で推移している。
一方、21年を底に上昇基調であったアルミニウムの市場価格は23年の半ばからやや低下傾向にあるが、各企業における原材料の仕入れ価格は、24年６月時点では前年同月比で若干のプラスになっているという。さらに、砂やガスなどの副資材の中には価格が上昇しているものもあるとのことである。
こうしたことから、売上げが伸びている企業も含めて利益は伸び悩んでおり、売上げが弱含みの企業では赤字となっている。
設備投資は横ばい
設備投資は、20年程度利用している機械を更新するといった動きがあるが、利益の上がっている企業では生産効率の高い新機種への前倒しの更新を検討している。一方で、機械の部品を交換する程度の維持補修に留まっている企業もある。
また、近隣の空き地を購入して倉庫として利用している企業もみられる。

電力危機関連では、万一の備えに太陽光発電設備の導入を検討している企業もみられた。
節電対応
各企業における節電については、電灯を小まめに消灯することや省電力の電球に交換したりするといった取組を行なう企業がほとんどである。一部には、工場を休日に稼働し、平日に休業とすることにより節電対応する企業もみられた。
電気炉を用いている場合、停電により炉がいったん止まると、再稼動には数倍の電力と半日程度の時間が掛かり、大きな損失になるとのことである。
雇用はまちまち
ほとんどが小規模であるため、定期的な採用は行なっておらず、欠員補充程度という企業が多い。時間外勤務や土曜日の操業を行なうなど生産が好調な企業では、人手不足の解消のために、人員を１名増やそうと募集したところ、短期間に数十人の応募があったとのことである。一方で、比較的規模の大きい企業では定期採用を行なっているが、24年度の採用者は前年よりも減少した。
今後の見通し

欧州債務危機による需要の停滞や、新興国を始めとした海外経済の減速に加えて円がユーロや米ドルに対して高い水準にあることから、輸出関連の需要は弱含みである。また、受注先の海外移転と現地での調達増加に伴い、国内需要が減少していくことが問題となっている。
こうした状況の下で、このところ引き合いが減少しているという声が聞かれ、６月時点では生産が好調な企業でも秋以降の受注は不透明とするなど、今後、受注が調整局面に入ることが懸念される。
（町田　光弘）

アルミニウム鋳物生産の推移（全国）
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合計 一般機械用 輸送機械用 その他用

自動車用 その他の輸送

前年比 前年比 前年比 前年比機械用 前年比 前年比

平成20年 308,507 -3.7 15,076 -0.4 280,227 -4.0 265,370 -3.8 14,857 -7.9 13,204 -0.7

　21 207,365 -32.8 8,438 -44.0 188,926 -32.6 179,836 -32.2 9,090 -38.8 10,001 -24.3

　22 263,108 26.9 10,255 21.5 241,997 28.1 231,454 28.7 10,543 16.0 10,856 8.5

　23 258,255 -1.8 10,436 1.8 237,418 -1.9 226,265 -2.2 11,152 5.8 10,402 -4.2

　24 1月 22,242 4.2 830 0.7 20,296 3.3 19,338 3.2 958 4.7 1,116 28.9

2月 24,560 5.6 853 -0.4 22,783 6.0 21,764 5.8 1,019 10.5 923 0.1

3月 25,040 44.9 883 -2.4 23,233 50.1 22,142 50.7 1,091 37.9 923 2.3

4月 23,334 43.5 857 -3.1 21,571 48.5 20,588 49.7 983 27.2 906 6.1

5月 21,941 57.1 842 0.1 20,240 64.4 19,276 67.1 964 23.6 860 6.3

資料：経済産業省『鉄鋼・非鉄金属・金属製品統計年報』、『鉄鋼・非鉄金属・金属製品統計月報』

（注）従業者20人以上の事業所。
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